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　　　　　　　は　じ　め　に
　医療機関を取り巻く環境変化の中，当センター
が取り組む保健事業においても，今年度より開始
された特定健診・特定保健指導に代表される大き
な変化が起きっっある．これまで当センターは，
「函館五稜郭病院」という優良ブランドと診療部
門の協力のもとで安定的に運営し，収益を上げて
きているが，今後の変化への対応力を強化するた
め，従来からの経験に加え，根拠あるデータに基
づく施設運営を志向すべく，健診結果データの施
設運営のための二次活用の検討をすすめてきた．
　当センターはいうまでもなく総合病院併設の施
設である．その当院の事業計画の中核には，新た
な医療提供体制として，四疾病五事業のうち「が
ん」「急性心筋梗塞」「救急医療」「周産期医療」
の医療体制構築へ重点を置くことが明記されてい
る．これらのうち，当センターがサービス提供す
る健康診断，人間ドック，保健指導といった保健
事業と最も関連が深い「がん」について，当セン
ターでのデータ分析結果を施設運営の観点から考
察する．
　　　　　がん検診後の動向分析
1．昨年度がん検診実績
　平成19年度の当センターの健診，人間ドック
の全受診者のうち，検査項目との関連が高いと
考えた肺がん，胃がん，大腸がん，乳がん，子
宮がんの5っのがんについて，関連検診項目の
受診結果を抽出し，その後の追跡を実施した．
　それぞれのがんの検診項目は，胃がん検診で
は胃部XP検査を，大腸がん検診では便潜血検
査を，肺がん検診では胸部XP検査を用いた．
また，乳がん検診の検査項目はMMGおよび視
触診，子宮がん検診は内診，子宮頚部細胞診，
子宮体部細胞診を用いた．それぞれのがん検診
で要治療・要精査と判定した受診者（以下，要
精検者）を抽出し，このうち二次検診での当院
利用者数について検討した．二次検診での当院
利用者数は，要精気者が当センター受診後6か
月以内に，当院のそれぞれのがん治療を担当す
るいずれかの診療科の外来を受診した人数，お
よびその診療科に入院した人数により算出した．
また，がん治療の担当診療科は，胃がんおよび
大腸がんは消化器内科および外科，肺がんは呼
吸器内科および胸部外科，乳がんは外科，子宮
がんは婦人科とした．
　結果は，胃がんの要塞検者数1，057名，この
うち二次検診での当院利用者数は501名（47．4
％），大腸がんの要精義者数604名，同じく当院
利用者数は174名（28．8％），肺がんの要精検者
数706名，当院利用者数468名（66．3％），乳が
んの漏精検者数137名，当院利用者数97名（70．8
％），子宮がんの要精検者数181名，当院利用者
数は88名（48，6％）であり，乳がん，肺がんを
始めとして心懸検者の多くが，二次検診を受診
する病院として当院を選択している実態が再認
識された（表1，図1）．
　二次検診の受診に際しては，新たな病院を選
択・初診するよりも，がん診療に関しての信頼
性が高く，検診データの診療科への受け渡しや，
表1　平成19年度の主ながん検診
がん検診 胃がん 大腸がん 肺がん 乳がん 子宮がん
検査項目 胃部XP便潜血 胸部XP乳がん氈@　診
子宮がん
氈@　診
受診者（1） 11，529 10β64 17，465 3，011 2，347
要精白者② 1，057 604 706 137 181
二次検診当院
?用者③
@（3）／（2）
　501
i47，4％）
　174
i28．8％）
　468
i66，3％）
　97
i70，8％）
　88
i48．6％）
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図1　当院二次検診利用率（平成19年度）
受診時の事務手続きのスムーズさから，当院を
選択する場合が多いのではないかと推察される．
受診者としては，信頼みおける病院に併設され
た健診センターで健診を受けることにより，二
次検診が必要な事態が生じた場合に迷うことな
く簡便な手続きで，安心して検査を受けられる
メリットがある．一方，病院側からみれば，病
院に併設した健診センターをもっことは，比較
的早期の根治手術が可能ながん患者を効率よく
扱う機会が増え，患者の健康増進に寄与すると
ともに，病院経営の安定化にもつながるメリッ
トがあるものと考えられる．
2，経年変化に対する分析
　次に前項の方法を用い，胃がん検診，大腸が
ん検診，肺がん検診，乳がん検診の4つのがん
検診について，それぞれの当院二次検診利用率
　に関し，平成18年度からの直近3年問（平成20
年度は第一四半期の3か月間）について検討し
　た，
　平成18年度，19年度，20年度の当院二次検診
利用率は，胃がん検診ではそれぞれ48％，46％，
43％，大腸がんでは26％，27％，20％，肺がん
では43％，66％，61％，乳がんでは69％，69％，
81％であった（図2）．ここでの着目点は，平
成18年から19年の肺がん検診，平成19年から20
年の乳がん検診であり，前者は22ポイント，後
者は12ポイントと受診率に大幅な上昇がみられ
　る，この2つの変化の共通点は，「がん検診要
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当院二次検診利用率の経年変化
精検者の追跡調査」を開始したことである．
　「がん検診要精検者の追跡調査」の主たる目
的は，当センターで実施したがん検診での無精
検者について，検診受診後の動向を把握するこ
とによる，判定結果の精度管理への寄与である．
具体的には，健診結果郵送時の，受診者に対す
る二次検診勧奨文と，二次検診を担当する医師
宛の精検結果連絡依頼文書の同封である．これ
により，二次検診受診率が上昇し，その結果，
当院利用率も押し上げられたと考えられる．
　なお，当院への二次検診利用率上昇は，診療
部門での診療報酬増加ももたらすこととなる．
平成19年度の肺がん検診の場合，当院に来院し
た二次検診受診者456名の診療報酬は，前年度
に当院に来院した222名の診療報酬の1．59倍で
ある．
3．二次検診の予約状況分析
　　さらに，二次検診を受診する病院として，当
院を選んだ要精検者が，どのような日程で検査
が受けられているかを検討した．今回は，胃が
ん検診を例に，胃がん検診での要精検者が，当
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センターに二次検診の予約を申し込んでから，
胃カメラ検査を受けるまでの日数を調べた（図
3）．対象は平成20年7月から9月までの3か
月間に，当院の二次検診を希望し，検査を予約
した99名である．
　予約から検査までの日数は，最長で41日，平
均でも13．1日後であり，全対象者のうち42、3％
は，予約を依頼されてから2週間以上後の検査
日となっている．データには現れないが，実際
の検査希望者には，予約可能な日までの期間が
長すぎて，当院での検査を諦める人もいる．
　これらの背景のひとつは，当センターでの胃
カメラ検査枠の運用であり，従来，この予約枠
を最初に一次検診用に割当て，残りを二次検診
用に割り当てていた．これに対し，二次検診利
用率向上とともに，二次検診までの待ち時間を
短縮するため，根拠となる実績データと目標数
値による，予約枠の弾力運用を採用した．
　まず，二次検診利用率の翌月目標数値を設定
し，［翌月の二次検診用胃カメラ予約枠数］＝
［当月の胃バリウム検査受診者数］×［胃バリウ
ム検査法精検温］×［胃がん検診の当院二次検
診利用率］により，翌月の二次検診用として必
要な予約記数を算出する．これにより，繁忙期・
閑散二等の受診者の変化から予想される二次検
診忌数を予め確保し，残りを一次検診枠とし，
さらに空きとなった二次検診枠を一次検診に使
用している．これにより従来どおりの診療部門
への負担で，健診サービスの付加価値上昇を目
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　当院胃カメラ検査者99名を対象
図3　二次検診予約依頼受付から予約日までの
　　　日数
　　　　　　　考　　　　　察
　がん検診後の動向分析からは，がん検診受診後
の当院二次検診利用状況，およびその向上策，さ
らには限られた経営資源の効率的活用策を導いた．
これらのデータ活用の方向性が，当センター運営
において，どのような位置付けであるかをSWO
Tという分析手法を用いて，改めて分析したい．
　SWOT分析とは，組織のビジョンや戦略を企
画立案する際の現状分析手法であり，Strength
（強み），Weakness（弱み），　Oppor七unity（機会），
Threat（脅威）の頭文字をとったものである．
具体的には，組織や事業を取り巻く要素を，内部
要因としてのS（強み）とW（弱み），外部要因
としてのO（機会）とT（脅威）に分類し，マト
リックス表を用いて，S×Oの戦略として強みを
活かす戦略（積極的攻勢），S×Tの戦略として縮
小する戦略（差別化戦略），W×○の戦略として
弱みを克服する戦略（段階的施策），W×Tの戦
略として撤退する戦略（専守防衛・撤退）と，そ
れぞれの象限での採り得る施策から，組織や事業
の戦略策定等を行うものである．
　このSWOT分析を当センターにも適用してみ
る（表2）．当センター内部環境におけるS（強
み）として，総合病院に併設されている点，診療
部門の経営資源を流用できる点の2点，W（弱
み）として同じ経営資源を診療部門と健診部門で
共用しなければならないという制約を挙げた．ま
た当センターを取り巻く外部環境におけるO（機
会）として，これまで築いてきた当院の高い信頼
性や明確な方向性，高付加価値サービスである特
定保健指導制度スタートの2点，T（脅威）とし
て，特定健康診査に代表される，健診項目を絞り
込んで，受診者の裾野を広げる健診政策へのシフ
ト，健診データ提供の義務化や契約複雑化にとも
なう事務負担増の2点を挙げた．そこから，強み
を活かす戦略，弱みを克服する戦略，撤退する戦
略に対する施策をそれぞれ2項目，縮小する戦略
に対する施策を1項目設定した．
　強みを活かす戦略への施策では，「がん関連検
診充実」と「診療部門へのスムーズな患者提供」
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表2　当健診センターのSWOT分析
皿．機会（OPP。rtunity） IV．脅威（Threat）　　　　　　　　外部環境分析
熾矧ﾂ境分析
当院信頼性・明確な方向性・四疾病五事業における重点医療体制
@構築
ut加価値サービス・特定保健指導制度
広く安くへのシフト・特定健康診査制度・院外健診価格競争
末ｱ負担増・健診データ提供義務化・契約複雑化
【強みを活かす戦略】積極的攻勢 【縮小する戦略］差別化戦略
がん関連検診充実 価格ではなく付加価値での競争1．強み
iStrength）
総合病院併設
o営資源の流用・人的資源（医師、技師1まか）・ハード（検査機器ほか）
診療部門への患者提供
@　　　　　　　　（紹介機能）
【弱みを克服する戦略】段階的施策 【撤退する戦略】専守防衛・撤退
既存資源の効率的活用 既存資源での効率的運用H．弱み
iWeakness）
経営資源の制約・サービス時問・人的資源（医師ほか）・ハード（待合スペースほか）
現状データに基づく
@　　　新たな活用方法提言
提供サービスの取捨選択
を挙げた．今回実施した，がん検診受診後の当院
二次検診利用状況やその向上策に関するデータ活
用は，その一環として捉えることができ，現在蓄
積している院内がん登録データへの接続等を視野
に，今後も二次データの蓄積・分析を継続してゆ
くべきものである．
　弱みを克服する戦略への施策では，「既存資源
の有効活用」と「現状データに基づく新たな活用
方法提言」を挙げたが，これには二次検診の予約
状況分析が該当する．これらは継続的な情報把握
も重要であるが，資源的な制約が大きくなる都度，
対象の経営資源に対して実施するという視点で，
当センターとしてのノウハウを蓄積してゆくこと
が必要である．
　また，具体的活用例を紹介してはいないが，縮
小する戦略への施策では，健診価格以外の要素で
当センターを選択してもらうことを目指す「価格
ではなく付加価値での競争」を，撤退する戦略へ
の施策では，現在の制約の中でより利用効率や稼
働効率を上げる「既存資源での効率的運用」と提
供できるサービスのうち実施・拡大するサービス
と積極的には提供しない，あるいは敢えてやらな
いサービスを明確にする「提供サービスの取捨選
択」をそれぞれ挙げた．これらに対しては，健診
結果データ，原価データ，外部意識データ（受診
者アンケート等）等を組み合わせて活用すること
が有効と考える．
　　　　　　　お　わ　り　に
　以上，当センターでの健診結果データの施設運
営のための二次活用のアプローチにおいて，「が
ん」に焦点を当てた場合には，外部要因として優
位に働く機会（0）に対し，総合病院併設やその
ための経営資源流用，その裏返しである経営資源
の制約といった当センターの強みを活かし，弱み
を抑える施策への活用に対して有効であった．今
後は，これらの継続が有効なアプローチを継続す
るとともに，注目されている特定健診データへの
転用，原価データ等との組み合わせ等についても，
取り組んでゆきたい．
